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概要

エグゼクティブサマリー

「標準的なアジアのバックグラウンドチェック」というものは存在しません。各法域に応じたコンプライアンス設計、
運用上の適応、体系的なガバナンス監督が必要です。

一元化された
ガバナンス

統一されたコンプライアンス基準のもと、す
べてのスクリーニング対象法域を横断して方
針に基づく監督を行います。

現地に即した
実行

各対象市場の現地機関を通じて、一次情報源
による検証を実施します。

体系的な
不一致対応

正式なエスカレーション手順と監査対応可能
な文書化を備え、人によるレビューを含む品
質管理を行います。

法域ごとの調整を行わず一律のグローバルテンプレートを適用すると、コンプライアンス違反、不正確な報告、レピュテーションリスクにつながる可能性が
あります。



セクション 1

アジアの構造的多様性
なぜ統一モデルが存在しないのか

法制度

コモンロー、大陸法、混合法 -証拠・手続の基
準が異なる

犯罪歴

限定的な公開、政府証明書、高度に制限され
た制度

データ保護

成熟したプライバシー法、新興の制度、デー
タローカライゼーション要件

機関

中央集約型登録制度と分散型制度 -所要日数に
大きな差

言語・書類

複数言語・氏名表記慣行 -記録不一致のリスク

文化的慣行

直接的・間接的なリファレンス文化 -文脈を踏
まえた解釈が必要

米国のFCRAとは異なり、アジア全域を統一的に規律する雇用スクリーニング制度はありません。雇用主は「標準化できる」という前提を見直す必要があります。



セクション 2

アジア各法域の比較スナップショット

国・地域 データ保護 規制執行 検証体制 運用の複雑性

シンガポール 高 高 中央集約型 中

香港 高 中 機関ベース 中

中国 発展中 高 政府の影響あり 高

インド 整備途上 中 分散型 中～高

日本 高 高 高度に制度化 中

韓国 高 高 体系化 中

台湾 高 中～高 機関ベース／同意主導 中

ベトナム 発展中 中 手作業／機関ベース 中～高

フィリピン 中 中 機関ベース 中

インドネシア 中 中 手作業／分散型 中～高

マレーシア 中～高 中 機関ベース 中

タイ 中 中 手作業／機関ベース 中～高

マカオ 中～高 中 機関ベース／証明書ベース 中

高 中 整備途上／新興



セクション 3

バックグラウンドチェックの主要項目

基本的な本人確認

本人確認

履歴書検証・空白期間分析

低～中

資格・経歴検証

職歴

学歴・学位

専門資格・免許

低～中

規制・業界関連

金融規制

制裁・ウォッチリスト

利益相反

中～高

法的リスク

犯罪歴

民事訴訟

破産・信用

高

評判・行動

勤務評価リファレンス

ネガティブメディア

ソーシャルメディアチェッ
ク

中～高

スクリーニング範囲は、職務リスクに比例し、各法域で法的に説明可能なものでなければなりません。



セクション 4

確認可能な項目と制限される項目

一般的に確認可能

本人確認

履歴書検証

職歴

学歴資格

専門資格・免許

勤務評価リファレンス

制裁・ウォッチリスト

ネガティブメディア

制限あり／高センシティブ

犯罪歴
多くの市場で政府管理

民事訴訟
分散型；言語・裁判所制度が複雑

破産記録
公開状況は法域により異なる

信用履歴
職務限定；同意に高い配慮が必要

ソーシャルメディア
プライバシー・差別リスク

金融規制
規制業界に限定

利益相反
登録情報の透明性は法域により異なる

公開情報であっても、利用が自動的に法的に許容されるわけではありません。常に規制上の境界と職務関連性に沿って範囲を設定してください。



セクション 5

法的基盤 同意・比例性・データ保護

5.1

候補者の明示的同意

チェック実施前に書面同意が必要

チェック種類を明確に特定

利用目的を明確に限定

越境データ移転を開示

保存期間を明示

不適切な同意設計は結果の有効性を損なう可能性

5.2

比例性・職務関連性

チェックは職務責任に対応させる

金融チェック：非金融職には不適切

犯罪歴チェック：制限または業界限定の場合あり

一部のチェックには規制上の根拠が必要

過剰なスクリーニングは法的リスクを生む

5.3

データ保護コンプライアンス

一部市場ではデータローカライゼーションが必要

越境移転が制限される場合あり

犯罪関連データはセンシティブ情報に分類される
ことが多い

漏えい時の通知義務が適用

保存期間の制限は国・地域により異なる

データガバナンスはスクリーニングと不可分



セクション 6

一次情報源検証とデータベース検索の比較

データベースモデル 一次情報源モデル ✓

正確性ばらつきあり 高い -機関による確認

更新頻度実態より遅れる場合あり 情報源からリアルタイム

法的説明可能性低い -監査証跡が限定的 高い -文書による裏付け

規制対象職種適合性は限定的 高い -推奨基準

監査証跡弱い 完全な文書証拠

一次情報源モデルは正確性とコンプライアンス上の説明可能性を高めます。特にアジア太平洋地域の規制対象職種では重要です。



セクション 7～8

越境リスクとデータガバナンス

越境リスクの確認事項

スクリーニングデータはどこでホスティングされるか？

ローカライゼーション法の対象となる可能性

検証はどこで実施されるか？

越境処理リスク

レポートはどこに保存されるか？

規制上の移転管理

候補者データに誰がアクセスするか？

データ最小化への準拠

重要なガバナンス管理

暗号化（通信時・保存時）

役割ベースのアクセス制御

多要素認証

アクセスログ・監視

顧客データの分離

安全な削除手順

インシデント対応手順

ベンダーデューデリジェンス

事業継続計画

越境データ規則への違反は、重大な規制上の制裁につながる可能性があります。



セクション 9～10

スクリーニングモデルと拡張性

要素 社内対応 専門業者への委託 ✓

コンプライアンス監視 社内負担 ベンダーの専門知識を活用

多国展開 限定的 体系的な調整

ガバナンス体制 ばらつきあり 正式に整備

運用専門性 社内知識のみ 法域別の深い専門性

データ保護 社内責任 共同ガバナンス

10以上の法域への展開

中央集約機能 現地対応機能

✓ 方針設計

✓ コンプライアンス監督

✓ 報告基準

✓ リスクエスカレーション

✓ 一次情報源による検証

✓ 現地機関との連携

✓ 現地言語でのコミュニケーション

✓ 国・地域別の調整



セクション 11

雇用主によくある7つのミス

1 米国中心のスクリーニングテンプレートをアジア全域に適用

2 犯罪歴情報へのアクセスがどこでも可能だと想定

3 データベース検索に過度に依存

4 越境データ規制を無視

5 スクリーニングをコンプライアンスではなく事務作業として扱う

6 不一致の分類基準を標準化していない

7 機関ごとの対応速度の違いを過小評価

これらのミスは規制リスクとレピュテーションリスクを高めます。



セクション 12

アジアのスクリーニングにおけるAIの役割

✓ AIが強化できる領域

ワークフロー自動化

複数法域のプロセスにおける手作業を削減

文書情報の抽出

多様な書類形式から資格情報を抽出・検証

SLA監視

法域別の所要時間をリアルタイム追跡

異常のフラグ付け

不一致を抽出し、人によるレビューにつなげる

✕ 完全自動化すべきでない領域

最終採用判断

人の判断が必要 -法的責任・バイアスのリスク

不一致の評価

所見の重要性は専門家による評価が必要

規制の解釈

法域固有の規則には人の専門知識が必要

不利益措置の評価

法的・倫理的影響が大きく、人によるレビューが不可欠

AIを活用するすべてのスクリーニングワークフローにおいて、人による監督は不可欠です。



セクション 13

ガバナンス成熟度モデル

基礎 単一国チェック・最小限の文書化・個別対応

中級 複数国での実行・部分的な標準化・一部方針の文書化

上級
中央集約型ガバナンス・標準化された報告・体
系的なエスカレーション手順

エンタープライズ
統合された地域フレームワ
ーク・監査対応可能な文書
・正式なベンダー監督とSLA

成熟度の進展 →

成熟したプログラムでは、バックグラウンドスクリーニングを企業のリスク管理体制に統合します。



FAQ

よくある質問

Q アジアでバックグラウンドチェックは合法ですか？

はい。現地法に従い、候補者から適切な同意を得て実施する場合は可能です
。

Q 1つのグローバルスクリーニングモデルをアジア全域に適用できます
か？

いいえ。法制度、運用、文化の違いがあるため、各法域に応じた調整が必要
です。

Q 犯罪歴チェックはすべての国・地域で利用できますか？

いいえ。アクセス方法は大きく異なり、多くの市場では政府発行の証明書が
必要となる場合があります。

Q 一次情報源による検証が望ましいですか？

はい。多くのアジア法域では、データベースのみのモデルより高い正確性と
法的説明可能性を提供します。

Q スクリーニングはリスク管理機能として扱うべきですか？

はい。スクリーニングは規制遵守、採用の健全性、組織の評判に直接影響し
ます。



最終戦略ポイント

アジア太平洋は

単一のスクリーニング市場ではあり

ません。

独立した規制制度、機関慣行、データ保護体制が組み合わさったモザイク状の市場です。

バックグラウンドスクリーニングを、中央集約型ガバナンスと現地に即した運用に支えられた、体系的かつコンプライアンス主

導のリスク管理機能として位置づける組織ほど、採用の健全性と規制整合性を守るうえで有利です。

アジアでは、精度が重要です。 www.eecheck.com  ·  ©  2026 eeCheck  ·  All Rights Reserved
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